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地域おこし協力隊員の地域要件について

図中、点線囲内は
政令指定都市を指す
①さいたま市、
千葉市、横浜市、
川崎市、名古屋市、
大阪市、堺市、
神戸市

②札幌市、熊本市
③京都市、相模原市
④仙台市、新潟市、
静岡市、浜松市、
岡山市、広島市、
北九州市、福岡市

※ 注 隊員の転出地が、条件不利地域の政令指定都市（③・④）であった場合には、特別交付税措置の対象は、条件不利区域以外の区域から転出した場合に限る。

「全部条件不利地域」 ： 過疎地域に該当する市町村（一部過疎を除く）、（5）から（7）の対象地域・指定地域に該当する市町村、その区域の全域が
振興山村、離島振興対策実施地域又は半島振興対策実施地域に該当する市町村

「一部条件不利地域」 ： 「全部条件不利地域」以外の市町村

「条件不利区域」 ： 「一部条件不利地域」のうち、過疎地域とみなされる区域、振興山村、離島振興対策実施地域又は半島振興対策実施地域

⑤

【原則Ⅰ】 趣 旨 ： ３大都市圏をはじめとする都市圏から地方部への人の流れの創出を図る

転出地 ： ３大都市圏内の都市地域、 政令指定都市（注）、

３大都市圏内の一部条件不利地域（⑤）のうち条件不利区域以外の区域

転入地 ： ３大都市圏外のすべての市町村、 ３大都市圏内の条件不利地域

 「３大都市圏」 ： 埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、岐阜県、愛知県、三重県、京都府、大阪府、兵庫県及び奈良県の区域の全部。
ただし、2005年から2015年の人口減少率が11％以上の市町村については、３大都市圏外とする。

 「都市地域」 ： 次の「条件不利地域」に該当しない市町村。

 「条件不利地域」 ： 次の（1）から（7）のいずれかの対象地域・指定地域を有する市町村とする。

（1）過疎地域自立促進特別措置法（みなし過疎、一部過疎を含む）、（2）山村振興法、（3）離島振興法、（4）半島振興法、

（5）奄美群島振興開発特別措置法、（6）小笠原諸島振興開発特別措置法、（7）沖縄振興特別措置法
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地域おこし協力隊員の地域要件について

【原則Ⅱ】 趣 旨 ： より条件が不利である地方部の取組を支援する

転出地 ： ３大都市圏外の都市地域（政令指定都市（➁）を除く）、

３大都市圏外の一部条件不利地域（⑥）のうち条件不利区域以外の区域

転入地 ： （３大都市圏の内外を問わず）全部条件不利地域、条件不利区域

都道府県分については、上記地域要件を準用して各隊員の住民票の移動を把握することで、特別交付税措置の対象範囲を判断する。

【例 外】 隊員経験者（一定期間（２年以上）隊員として活動し、かつ、解嘱から１年以内の者）又は

JETプログラム終了者（一定期間（２年以上）JET参加者として活動し、かつ、JETプログラム終了から１年以内の者）が、

他の地域（３大都市圏外のすべての市町村、３大都市圏内の条件不利地域）で

地域協力活動する場合も特別交付税措置の対象



地域おこし協力隊員の地域要件について

転出
転入

3大都市圏内 3大都市圏外 3大都市圏内 3大都市圏外

都市地域
指定都市

(条件不利地域
を含まない)

都市地域
指定都市

(条件不利地域
を含まない)

全部
条件不利地域

一部
条件不利地域

指定都市
(条件不利地域

を含む)

全部
条件不利地域

一部
条件不利地域

指定都市
(条件不利地域

を含む)

3大都市
圏内

都市地域 × × × × × × × × × ×

指定都市
(条件不利地域

を含まない)
× × × × × × × × × ×

3大都市
圏外

都市地域 ○ ○ × ○ × △ △ × × △

指定都市
(条件不利地域

を含まない)
○ ○ × ○ × △ △ × × △

3大都市
圏内

全部条件不利地域 ○ ○ ○ ○ × △ △ × △ △

一部条件不利地域 ○ ○ ▲ ○ × △ △ × □ △

指定都市
(条件不利地域を含む) ○ ○ ▲ ○ × △ △ × □ △

3大都市
圏外

全部条件不利地域 ○ ○ ○ ○ × △ △ × △ △

一部条件不利地域 ○ ○ ▲ ○ × △ △ × □ △

指定都市
(条件不利地域を含む) ○ ○ ▲ ○ × △ △ × □ △

※１：特別交付税措置の対象は、原則として、隊員の転出地が、条件不利区域以外の区域であった場合に限るものとする（△）
※２：特別交付税措置の対象は、原則として、隊員の転入地が、条件不利区域内である場合に限るものとする（▲）
※３：特別交付税措置の対象は、原則として、隊員の転出地が、条件不利区域以外の区域であり、隊員の転入地が、条件不利区域内である場合に限るものとする（□）

【凡例】 ○：特交対象 △：特交対象（転出地に条件あり、※１）▲：特交対象（転入地に条件あり、※２）□：特交対象（転出地および転入地に条件あり、※３）×：特交対象外



○ 地域おこし協力隊として活動する前に、一定の期間、地域協力活動を体験し、受入地域とのマッチングを図る「おた

めし地域おこし協力隊」を創設する。

○ 「おためし地域おこし協力隊」は、住民との交流を含む２泊３日以上の地域協力活動の体験プログラムを実施する

ものとする。

「おためし地域おこし協力隊」の創設

●特別交付税措置の上限額と必要経費の例

 １団体当たり100万円を上限

 都市部における募集・PR費、地域協力活動の体験プログラムに要する経費（現地までの往復に要する参加者の旅費は除く）、

職員旅費、各種コーディネートを実施するNPO法人等に対する委託費 等

●「おためし地域おこし協力隊」のメリット

• 受入自治体だけでなく、受入地域の住民も一緒に希望者を受け入れることで、

地域側の主体的な動きが醸成される。

• 希望者に、直接、受入地域側の想いを伝えることができる。

• 外部人材を受け入れる準備になる。

• 事前に受入地域やその住民、地域協力活動の内容を知ることができる。

• 受入地域や受入自治体との意思疎通が早い段階から図られることにより、

スムーズに活動を開始することができる。

• 新しい募集形態として、隊員のなり手の確保につながる。

• 地域おこし協力隊員を採用する選考過程のひとつとしても活用できる。

• 地域おこし協力隊としての採用につながらなかった場合にも、関係人口の拡大、

将来的な移住等につながる。
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